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(57)【要約】
　加熱対象物に電磁波を照射して加熱する電磁波加熱装
置（１００）は、加熱対象を収容する容器（１０）と、
容器（１０）内の加熱対象に電磁波を照射する発振周波
数が可変の電磁波照射部（３０）と、電磁波による加熱
を制御する制御部（５０）とを具備し、制御部（５０）
は、照射する電磁波の周波数を変化させた際の加熱対象
物の複素比誘電率の変化を表す複素比誘電率特性を複素
平面に描き、さらに、同じ複素平面に無反射曲線を描き
、複素比誘電率特性と、無反射曲線との交点から導かれ
る値に基づいて、電磁波の周波数と加熱対象物の厚みを
決定し、それらの値に基づいて電磁波加熱を行う。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　加熱対象物に電磁波を照射して加熱する電磁波加熱装置であって、
　加熱対象を収容する容器と、
　前記容器内の加熱対象に電磁波を照射する発振周波数が可変の電磁波照射部と、
　電磁波による加熱を制御する制御部と
を具備し、
　前記制御部は、
　照射する電磁波の周波数を変化させた際の前記加熱対象物の複素比誘電率の変化を表す
複素比誘電率特性を複素平面に描き、
　さらに、同じ複素平面に無反射曲線を描き、
　前記複素比誘電率特性と、前記無反射曲線との交点から導かれる値に基づいて、電磁波
の周波数と加熱対象物の厚みを決定し、それらの値に基づいて電磁波加熱を行う、電磁波
加熱装置。
【請求項２】
　前記制御部は、前記交点において前記無反射曲線から読み取った厚み／波長比（ｄ／λ
）に、加熱対象物の厚みｄの値を入れて波長λを算出し、波長λから電磁波の周波数ｆを
求める、請求項１に記載の電磁波加熱装置。
【請求項３】
　前記制御部は、前記交点において前記複素比誘電率特性から周波数を求め、その周波数
と、前記交点において前記無反射曲線から導かれる厚み／波長比（ｄ／λ）とに基づいて
加熱対象物の厚みを求める、請求項１に記載の電磁波加熱装置。
【請求項４】
　前記制御部は、照射する電磁波の周波数を変化させた際の前記加熱対象物の複素比誘電
率の変化を表す複素比誘電率特性を複素平面に描いたデータ、および、同じ複素平面に無
反射曲線を描いたデータをあらかじめ記憶している、請求項２に記載の電磁波加熱装置。
【請求項５】
　前記電磁波照射部から照射された電磁波の強度を測定する電磁波強度計をさらに具備し
、
　前記制御部は、
　求めた周波数の中心値を前記周波数ｆに設定し、中心値である前記周波数ｆから周波数
を変化させていき、前記電磁波強度計の反射強度が最低となる周波数になるように、前記
電磁波照射部の周波数を補正する、請求項２に記載の電磁波加熱装置。
【請求項６】
　加熱対象物の温度を測定する温度計をさらに具備し、
　前記制御部は、
　求めた周波数の中心値を前記周波数ｆに設定し、中心値である前記周波数ｆから周波数
を変化させていき、前記温度計による加熱対象物の温度の測定値が設定値と一致するよう
に、前記電磁波照射部の周波数を補正する、請求項２に記載の電磁波加熱装置。
【請求項７】
　前記処理容器内の所定のガスのガス濃度を測定するガス濃度計をさらに具備し、
　前記制御部は、
　求めた周波数の中心値を前記周波数ｆに設定し、中心値である前記周波数ｆから周波数
を変化させていき、前記ガス濃度計による所定のガス濃度の測定値が設定値と一致するよ
うに、前記電磁波照射部の周波数を補正する、請求項２に記載の電磁波加熱装置。
【請求項８】
　前記電磁波照射部の発振周波数の可変範囲は、０．１ｋＨｚ～１０ＴＨｚの中の一部分
の帯域である、請求項１に記載の電磁波加熱装置。
【請求項９】
　前記電磁波加熱は、基板上に形成した塗布膜の乾燥または改質に用いられる、請求項１
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に記載の電磁波加熱装置。
【請求項１０】
　前記電磁波加熱は、半導体基板を形成するための基板に不純物を導入した後の不純物活
性化、または不純物活性化および再結晶化のためのアニールに用いられる、請求項１に記
載の電磁波加熱装置。
【請求項１１】
　加熱対象物に電磁波を照射して加熱する電磁波加熱方法であって、
　照射する電磁波の周波数を変化させた際の前記加熱対象物の複素比誘電率の変化を表す
複素比誘電率特性を複素平面に描き、
　さらに、同じ複素平面に無反射曲線を描き、
　前記複素比誘電率特性と、前記無反射曲線との交点から導かれる値に基づいて、電磁波
の周波数と加熱対象物の厚みを決定し、それらの値に基づいて電磁波加熱を行う、電磁波
加熱方法。
【請求項１２】
　前記交点において前記無反射曲線から読み取った厚み／波長比（ｄ／λ）に、加熱対象
物の厚みｄの値を入れて波長λを算出し、波長λから電磁波の周波数ｆを求める、請求項
１１に記載の電磁波加熱方法。
【請求項１３】
　前記交点において前記複素比誘電率特性から周波数を求め、その周波数と、前記交点に
おいて前記無反射曲線から導かれる厚み／波長比（ｄ／λ）とに基づいて加熱対象物の厚
みを求める、請求項１１に記載の電磁波加熱方法。
【請求項１４】
　前記電磁波加熱は、基板上に形成した塗布膜の乾燥または改質に用いられる、請求項１
１に記載の電磁波加熱方法。
【請求項１５】
　前記電磁波加熱は、半導体基板を形成するための基板に不純物を導入した後の不純物活
性化、または不純物活性化および再結晶化のためのアニールに用いられる、請求項１１に
記載の電磁波加熱方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電磁波を用いて物体を加熱する電磁波加熱装置および電磁波加熱方法に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　半導体デバイスやフラットパネルディスプレイの製造においては、素子パターンを形成
する際には、従来から、基板上に素子材料膜を形成し、その上にフォトリソグラフィー法
により所定のパターンを形成し、それをマスクとしてエッチングしている。
【０００３】
　しかし、フォトリソグラフィー法を用いた素子パターン形成手法は、コストが極めて高
いものとなることから、面積当たりのコストを低くして素子パターンを形成することが可
能な塗布印刷を用いた膜形成を適用することが試みられている。
【０００４】
　例えば、太陽電池や大型ディスプレイ等の大型デバイスにおいては、安価でフレキシブ
ルなプラスチック基板の上に素子を形成することが検討されているが、このような技術で
は、特に、面積当たりのコストを低くする要求が高いことから、素子パターン形成に塗布
印刷を用いることがより強く求められている。このようなプラスチック基板上に塗布印刷
により配線や電極を形成する技術は、有機ＴＦＴ等に試みられている。
【０００５】
　一方、このような塗布印刷を用いて膜形成する技術は、プラスチック基板のみならず、



(4) JP WO2014/103633 A1 2014.7.3

10

20

30

40

50

ガラス基板上に画素を形成する技術、例えば有機ＥＬに試みられている。
【０００６】
　プラスチック基板上に素子の塗布印刷を行う場合、素子を構成する材料に溶媒等を添加
した塗布インクを塗布して塗布膜を形成し、この塗布膜を加熱して溶媒等を除去するとと
もに改質して所望の特性を有する素子パターンを形成する。
【０００７】
　塗布膜の加熱方法としては抵抗加熱が一般的であるが、抵抗加熱の場合、溶媒等を効率
良くしかも完全に除去するためにはプラスチック基板の耐熱温度を超える温度で加熱する
必要があり、しかも長時間の加熱が必要となる。
【０００８】
　また、ガラス基板上に有機ＥＬの画素を形成する場合には、真空乾燥技術を用いている
が、乾燥後の画素形状が凹状となってしまい、有機ＥＬ発光特性の歩留まりが悪い。
【０００９】
　このため、プラスチック基板の場合には、基板をほとんど加熱することなく、また、有
機ＥＬに適用する場合には、画素形状を良好に保ったまま、塗布膜を選択的に加熱して溶
媒等を除去することが可能な電磁波加熱が注目されている（例えば特許文献１）。
【００１０】
　一方、半導体デバイスの製造工程においては、半導体基板に不純物を注入した後に不純
物活性化アニールを行って不純物拡散層を形成する工程がある。従来から、不純物の活性
化処理または活性化および結晶化処理には、ハロゲンランプを用いたスパイクアニールに
より１０００℃以上の高温短時間の熱処理が行われているが、最近では、半導体素子のデ
ザインルールの微細化にともない、極めて浅い拡散層（Ｕｌｔｒａ　Ｓｈａｌｌｏｗ　Ｊ
ｕｎｃｔｉｏｎ；ＵＳＪ）が求められており、不純物の熱拡散を抑制したより低温でのア
ニール技術が求められている。また、不純物の拡散を抑制する技術として、不純物ドーピ
ング領域をアモルファス化し、その領域に不純物ドーピングを行った後、低温でのアニー
ルを行うことにより再結晶化と不純物活性化を行う固相エピタキシー（Ｓｏｌｉｄ　Ｐｈ
ａｓｅ　Ｅｐｉｔａｘｙ：ＳＰＥ）も検討されている。そして、このような低温でのアニ
ールのための加熱手法として電磁波加熱が提案されている（例えば特許文献２）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】国際公開第２０１２／１１５１６５号
【特許文献２】特表２００９－５１６３７５号公報
【発明の概要】
【００１２】
　このように乾燥や改質のための新しい加熱方式として電磁波加熱が注目されているが、
電磁波を必ずしも効率良く吸収させることができず、未だ所望の特性が得られるに至って
いない。
【００１３】
　したがって、本発明の目的は、加熱対象物へ電磁波を効率良く吸収させることができる
電磁波加熱装置および電磁加熱方法を提供することを課題とする。
【００１４】
　すなわち、本発明によれば、加熱対象物に電磁波を照射して加熱する電磁波加熱装置で
あって、加熱対象を収容する容器と、前記容器内の加熱対象に電磁波を照射する発振周波
数が可変の電磁波照射部と、電磁波による加熱を制御する制御部とを具備し、前記制御部
は、照射する電磁波の周波数を変化させた際の前記加熱対象物の複素比誘電率の変化を表
す複素比誘電率特性を複素平面に描き、さらに、同じ複素平面に無反射曲線を描き、前記
複素比誘電率特性と、前記無反射曲線との交点から導かれる値に基づいて、電磁波の周波
数と加熱対象物の厚みを決定し、それらの値に基づいて電磁波加熱を行う、電磁波加熱装
置が提供される。
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【００１５】
　上記電磁加熱装置において、前記制御部は、前記交点において前記無反射曲線から読み
取った厚み／波長比（ｄ／λ）に、加熱対象物の厚みｄの値を入れて波長λを算出し、波
長λから電磁波の周波数ｆを求めるようにすることもできる。この場合に、前記制御部は
、照射する電磁波の周波数を変化させた際の前記加熱対象物の複素比誘電率の変化を表す
複素比誘電率特性を複素平面に描いたデータ、および、同じ複素平面に無反射曲線を描い
たデータをあらかじめ記憶しているように構成することができる。
【００１６】
　さらに、上記電磁波加熱装置において、前記電磁波照射部から照射された電磁波の強度
を測定する電磁波強度計をさらに具備し、前記制御部は、求めた周波数の中心値を前記周
波数ｆに設定し、中心値である前記周波数ｆから周波数を変化させていき、前記電磁波強
度計の反射強度が最低となる周波数になるように、前記電磁波照射部の周波数を補正する
ように構成することができる。
【００１７】
　加熱対象物の温度を測定する温度計をさらに具備し、前記制御部は、求めた周波数の中
心値を前記周波数ｆに設定し、中心値である前記周波数ｆから周波数を変化させていき、
前記温度計による加熱対象物の温度の測定値が設定値と一致するように、前記電磁波照射
部の周波数を補正するように構成することもできる。
【００１８】
　前記処理容器内の所定のガスのガス濃度を測定するガス濃度計をさらに具備し、前記制
御部は、求めた周波数の中心値を前記周波数ｆに設定し、中心値である前記周波数ｆから
周波数を変化させていき、前記ガス濃度計による所定のガス濃度の測定値が設定値と一致
するように、前記電磁波照射部の周波数を補正するように構成することもできる。
【００１９】
　また、上記電磁波加熱装置において、前記制御部は、前記交点において前記複素比誘電
率特性から周波数を求め、その周波数と、前記交点において前記無反射曲線から導かれる
厚み／波長比（ｄ／λ）とに基づいて加熱対象物の厚みを求めるようにすることができる
。
【００２０】
　前記電磁波照射部の発振周波数の可変範囲は、０．１ｋＨｚ～１０ＴＨｚの中の一部分
の帯域であることが好ましい。
【００２１】
　本発明の他の観点によれば、加熱対象物に電磁波を照射して加熱する電磁波加熱方法で
あって、照射する電磁波の周波数を変化させた際の前記加熱対象物の複素比誘電率の変化
を表す複素比誘電率特性を複素平面に描き、さらに、同じ複素平面に無反射曲線を描き、
前記複素比誘電率特性と、前記無反射曲線との交点から導かれる値に基づいて、電磁波の
周波数と加熱対象物の厚みを決定し、それらの値に基づいて電磁波加熱を行う、電磁波加
熱方法が提供される。
【００２２】
　上記電磁波加熱方法において、前記交点において前記無反射曲線から読み取った厚み／
波長比（ｄ／λ）に、加熱対象物の厚みｄの値を入れて波長λを算出し、波長λから電磁
波の周波数ｆを求めることもできる。
【００２３】
　また、前記交点において前記複素比誘電率特性から周波数を求め、その周波数と、前記
交点において前記無反射曲線から導かれる厚み／波長比（ｄ／λ）とに基づいて加熱対象
物の厚みを求めることができる。
【００２４】
　本発明において、前記電磁波加熱は、基板上に形成した塗布膜の乾燥または改質に用い
ることができる。また、半導体基板を形成するための基板に不純物を導入した後の不純物
活性化、または不純物活性化および再結晶化のためのアニールに用いることができる。
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【００２５】
　本発明によれば、照射する電磁波の周波数を変化させた際の加熱対象物の複素比誘電率
の変化を表す複素比誘電率特性と無反射曲線を用いた電波吸収設計に基づいて電磁波を照
射するので、外部空間から加熱対象物内部への電磁波侵入と、加熱対象物内部での電磁波
吸収の両方が加味され、理論上、加熱対象物に電磁波エネルギーを全て吸収させることが
でき、加熱対象物へ電磁波を効率良く吸収させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１Ａ】１層型の電波吸収体に電磁波を垂直入射する場合のモデルを示す図である。
【図１Ｂ】図１Ａのモデルの等価回路を示す図である。
【図２】複素平面における無反射曲線を示す図である。
【図３】複素平面における、複素比誘電率特性を示す曲線と無反射曲線との交点を示す図
である。
【図４Ａ】銀ナノ粒子インク（ＡｇＮＰＩ－Ｒ）のε′ε″特性と無反射曲線を示す図で
ある。
【図４Ｂ】図４Ａのε′ε″特性と無反射曲線の一部を拡大して示す図である。
【図５】空気およびプラスチック基板のε′ε″特性と無反射曲線を示す図である。
【図６Ａ】不純物をドーピングしたＳｉ基板のε′ε″特性と無反射曲線を示す図である
。
【図６Ｂ】図６Ａのε′ε″特性と無反射曲線の一部を拡大して示す図である。
【図７】ＳｉＯ２等の絶縁物のε′ε″特性と無反射曲線を示す図である。
【図８Ａ】不純物をドーピングしたＳｉ基板に電磁波を５ｍｉｎ照射した後の断面のＴＥ
Ｍ写真を示す図である。
【図８Ｂ】不純物をドーピングしたＳｉ基板に電磁波を３０ｍｉｎ照射した後の断面のＴ
ＥＭ写真を示す図である。
【図９】不純物をドーピングしたＳｉ基板に電磁波を５ｍｉｎ照射した後および３０ｍｉ
ｎ照射した後の深さ方向のＢ濃度の変化を示す図である。
【図１０】本発明の一実施形態の電磁波加熱方法を実現することができる電磁波加熱装置
の第１の例の概略構成を示す断面図である。
【図１１】本発明の一実施形態の電磁波加熱方法を実現することができる電磁波加熱装置
の第２の例の概略構成を示す断面図である。
【図１２】本発明の一実施形態の電磁波加熱方法を実現することができる電磁波加熱装置
の第３の例の概略構成を示す断面図である。
【図１３】本発明の一実施形態の電磁波加熱方法を実現することができる電磁波加熱装置
の第４の例の概略構成を示す断面図である。
【図１４】本発明の一実施形態の電磁波加熱方法を実現することができる電磁波加熱装置
の第５の例の概略構成を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　以下、本発明の実施の形態について説明する。
　電磁波加熱は、下記の（１）式に示すように、伝導による損失（誘導損失）、誘電損失
、磁性損失の和で表される。
　Ｐ＝１／２×πｆσ｜Ｅ｜２＋πｆε０ε”r｜Ｅ｜２＋πｆμ０μ”r｜Ｈ｜２　（１
）
ただし
Ｐ：単位体積あたりのエネルギー損失［Ｗ／ｍ３］、Ｅ：電場［Ｖ／ｍ］、Ｈ：磁場［Ａ
／ｍ］、σ：電気伝導度［Ｓ／ｍ］、ｆ：周波数［ｓ－１]、ε０：真空の誘電率［Ｆ／
ｍ］、ε”r：複素誘電率の虚数部、μ０：真空の透磁率［Ｈ／ｍ]、μ”r：複素透磁率
の虚数部
である。
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【００２８】
　電磁波加熱では、材料の種類に応じた、誘導損失、誘電損失、磁性損失の差異を利用す
ることにより選択加熱が可能となる。そして、複素誘電率の虚数部がこのような吸収特性
を示す。
【００２９】
　一方、加熱対象物へ電磁波を照射して加熱する場合には、外部から内部へ電磁波を吸収
させる電波吸収設計が必要である。つまり、電磁波と加熱対象物の物性が伝搬方程式の無
反射条件を満たすことにより、理論上、加熱対象物に電磁波エネルギーを全て吸収させる
ことができる。
【００３０】
　そこで、本実施形態では、電波吸収設計を用いた電磁波加熱を行う。これにより加熱対
象物の厚さに応じた最適な周波数の電磁波を選択することができ、加熱対象物が電磁波を
効率良く吸収するとともに、選択的に加熱することができる。
【００３１】
　電波吸収設計においては、まず、照射する電磁波の周波数を変化させた場合の加熱対象
物の複素比誘電率を複素平面、つまり縦軸を複素比誘電率虚数部に横軸を複素比誘電率実
数部とする座標にプロットし、複素比誘電率特性（ε′ε″特性）を描く。これはＣｏｌ
ｅＣｏｌｅ－ｐｌｏｔまたはＮｙｑｕｉｓｔ－ｐｌｏｔとも呼ばれ、電気化学インピーダ
ンス法で用いる解析方法である。
【００３２】
　このような電気化学インピーダンス法を用いると、例えばプリント印刷に用いる銀ナノ
粒子インクの複素比誘電率の複素平面プロットから、容量成分と抵抗成分を合わせた等価
回路、２つの時定数、および負性抵抗等の特徴がわかる。
【００３３】
　次に複素平面に無反射曲線を描く。無反射曲線は反射係数＝０となる無反射条件式を解
いて描く。無反射条件式はそのままでは解けないのでニュートン・ラプソンの方法で解く
。
【００３４】
　電波吸収体の解析は、通常、伝送線理論により行われる。この理論では、入射波が平面
波であり、吸収体は平坦で無限に大きい（波長λと比べて１０λ程度）遠方解という仮定
の下に解析が行われる。
【００３５】
　今、図１Ａに示す１層型の電波吸収体に電磁波を垂直入射する場合を考える。図１Ａで
は、厚さｄの電波吸収体１の裏面側に金属板２を設け、電磁波（平面波）３を照射する。
上記の仮定のもとに伝送線路に置き換えると、図１Ｂの等価回路のようになる。このとき
、平面波の自由空間の波動インピーダンスをＺ０とし、受端から距離ｄの位置にある点か
ら受端側を見込んだ入力インピーダンスをＺｉｎとし、反射係数をＳとすると、無反射条
件の整合条件は以下の（２）式のようになる。
　Ｓ＝（Ｚｉｎ－Ｚ０）／（Ｚｉｎ＋Ｚ０）＝０　（２）
　すなわち以下の（３）式が成り立つ。
　Ｚ０＝Ｚｉｎ　（３）
　つまり、以下の（４）式が無反射曲線となる。
　Ｚｉｎ／Ｚ０＝１　（４）
　ここで、μ：複素比透磁率、ε：複素比誘電率、ｄ：厚み、λ：電磁波の波長とすると
、以下の（５）式が成り立ち、この式と（４）式から（６）式が成り立つ。
　Ｚｉｎ＝Ｚ０√（μ／ε）×ｔａｎｈ（ｊ×２πｄ／λ×√（εμ））　（５）
　１＝√（μ／ε）×ｔａｎｈ（ｊ×２πｄ／λ×√（εμ））　（６）
　なお、電波吸収体のインピーダンスＺｃはＺｃ＝Ｚ０×√（εμ）である。
　誘電体の場合には、μ≒１、ε＝ε′－ｊε″であるから、（６）式は（７）式のよう
に表すことができる。
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　１＝（１／√ε）×ｔａｎｈ（ｊ×２πｄ／λ×√ε）　（７）
【００３６】
　上記（７）式において、波長λで規格化した吸収体の厚みｄ／λをパラメータとして複
素比誘電率の実部ε′と虚部ε″の解を求め、その値（理論値）を複素平面（ε′－ε″
平面）上に描くことにより無反射曲線ＮＲを得ることができる。無反射曲線ＮＲの例を図
２に示す。
【００３７】
　そして、図３に示すように、電磁波の照射周波数に対する上述した電波吸収体の複素比
誘電率を実測し、その変化の様子を示す曲線（複素比誘電率特性／ε′ε″特性）が描か
れている複素平面に、電波吸収体の無反射曲線ＮＲを描き、ε′ε″特性の曲線が無反射
曲線と交差する点（交点；この例では点Ａ）において電波吸収体を実現することができる
。
【００３８】
　すなわち、交点において、ε′ε″特性の周波数の値と無反射曲線のｄ／λの値とに基
づいて電磁波を照射することにより、加熱対象物の厚さに応じて極めて効率のよい電磁波
加熱が実現される。このような電波吸収設計を用いることにより、外部空間から加熱対象
物内部への電磁波侵入と、加熱対象物内部での電磁波吸収の両方が加味され、理論上、加
熱対象物に電磁波エネルギーを全て吸収させることができ、加熱対象物へ電磁波を効率良
く吸収させることができる。
【００３９】
　具体的には、電磁波の周波数が決まっていて加熱対象物の厚みを変化させることができ
る場合には、交点においてε′ε″特性から周波数ｆを求め、その周波数と、交点におい
て無反射曲線から導かれるｄ／λの値とから厚みｄを求める。また、加熱対象物の厚みが
決まっていて電磁波の周波数を変化させることができる場合には、交点において無反射曲
線からｄ／λの値を読み取り、その読み取ったｄ／λに加熱対象物の厚さｄの実際の値を
入れて波長λを算出し、この波長λから電磁波の実際の周波数ｆを求める。このようにし
て、電磁波の周波数および加熱対象物の厚みを決定して電波吸収設計を満たす電磁波加熱
を実現することができる。
【００４０】
　なお、以上の例は電波吸収体として誘電体を用いた例を示すが、導電体や半導体につい
ても同様に、無反射条件式を解くことにより、無反射曲線を描くことができる。
【００４１】
　上記特許文献１には、加熱対象物である塗布膜の誘電分散を測定して、電磁波の周波数
に対応した吸収性を把握し、複素比誘電率の虚部のピークに対応した周波数帯の電磁波を
加熱対象物である塗布膜に照射することにより塗布膜を選択的に加熱することが記載され
ている。しかし、この手法では加熱対象物内部の電磁波吸収のみが考慮され、外部空間か
ら加熱対象物内部に電磁波を吸収させる条件が含まれていないため、必ずしも効率の良い
電磁波加熱を行うことができなかった。これに対して、本実施形態では上述のように、電
波吸収設計を用いることにより、外部空間から加熱対象物内部への電磁波侵入と、加熱対
象物内部での電磁波吸収の両方を含むため、効率の良い電磁波加熱が可能となるのである
。
【００４２】
　例えば、図示してはいないが、水のε′ε″特性と無反射曲線ＮＲとは二つの交点を有
し、周波数／厚みは、２７５ｋＨｚ／２．９ｍと３．３ＧＨｚ／２．６ｍｍの組み合わせ
となる。このように、吸収周波数は電波吸収設計により決定され、吸収周波数に対応して
最適な加熱対象物の厚みが求められる。この結果において、電子レンジの２．４５ＧＨｚ
は、水分乾燥の周波数（３．３ＧＨｚ）に近い値となっている。
【００４３】
　＜塗布印刷への応用＞
　次に、本実施形態の電磁波加熱方法を塗布印刷に適用した場合の例について説明する。
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　安価に素子パターンを形成することができる技術として、塗布印刷技術（プリンテッド
エレクトロニクス）が検討されており、本例では、このような塗布印刷に本実施形態の電
磁波加熱を用いる。
【００４４】
　太陽電池や大型ディスプレイ等の大型デバイスにおいては、安価でフレキシブルなプラ
スチック基板の上に配線・電極を形成して、有機ＴＦＴ等の素子を形成する際に、プラス
チック基板上に配線・電極となる膜成分を含む塗布組成物を塗布した塗布膜を形成した後
、塗布膜を加熱対象として上述のように電磁波加熱を行う。塗布膜を構成するインク等の
乾燥および焼成（改質）に電磁波加熱を用いることにより、金属ナノ粒子の凝集と分散剤
等の除去が促進されるため、抵抗率の低減を速めることができる。このため、塗布膜の乾
燥・焼成の速度を高くすることができる。
【００４５】
　また、有機ＥＬの場合には、ガラス基板上に画素を形成するための成分を含む塗布組成
物であるインク等を塗布して塗布膜を形成した後、塗布膜を加熱対象として上述のように
電磁波加熱を行う。画素形成のための塗布膜を構成するインク等の乾燥において、温度差
がない従来の真空乾燥を用いる場合には、マイクロスケールであるためインクの表面張力
の影響が大きく濃度差マランゴニ対流が生じ、画素は凹形状となる。これに対して、電磁
波加熱を用いる場合には、インク内部に温度差ができ、熱対流（ベルナール対流または温
度差マランゴニ対流）が生じる。熱対流は、画素が凹形状となる原因の対流と反対方向の
対流であり、それによって凹形状となることが抑制されるため、画素形状を平坦化するこ
とができ、均一性を向上させることができる。
【００４６】
　基板としては、用途に応じてプラスチック基板であってもガラス基板であってもよい。
基板としてプラスチック基板を用いる場合には、安価なＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレ
ート）やＰＥＮ（ポリエチレンナフタレート）、ＰＣ（ポリカーボネート）、ＰＩ（ポリ
イミド）等を好適に用いることができる。
【００４７】
　塗布組成物としては、膜成分として、膜が配線や電極等の導電体膜である場合には、例
えば金属ナノ粒子を含むもの、膜が半導体膜である場合には、例えば有機半導体材料を含
むもの、膜が誘電体膜である場合には、有機誘電体材料を含むもの、膜が有機ＥＬの画素
となる場合には、発光可能な有機材料等を含むものを用い、このような膜成分に、膜成分
の材料および塗布方式に応じて、溶媒、ポリマー、分散剤、バインダー、各種添加剤等を
適宜混合して粘度を調整し、塗布可能に調製されたものを用いることができる。典型的に
は塗布インクが用いられる。
【００４８】
　金属ナノ粒子は、１～数百ｎｍ程度の粒径を有する微細な金属粒子からなる。金属ナノ
粒子を構成する金属としては、微細な金属配線に適用可能な金属が用いられ、Ａｇ、Ｃｕ
、Ａｌのいずれか、およびこれらのいずれかを含む合金を典型例として挙げることができ
る。この場合には、金属ナノ粒子を適宜の溶媒中に分散させることにより塗布組成物を得
ることができる。
【００４９】
　有機半導体材料としては、ペンタセン、アントラセン、ルブレン等の多環芳香族炭化水
素や、テトラシアノキノジメタン（ＴＣＮＱ）等の低分子化合物、ポリアセチレン、ポリ
－３－ヘキシルチオフェン（Ｐ３ＨＴ）、ポリパラフェニレンビニレン（ＰＰＶ）、アル
キルベンゾチエノベンゾチオフェン（Ｃｕ－ＢＴＢＴ）等のポリマーを挙げることができ
る。有機半導体材料を用いた塗布組成物としては、例えば、溶媒としてクロロホルム（Ｃ
ＨＣｌ３）を用いたＰ３ＨＴ溶液を挙げることができる。
【００５０】
　有機誘電体材料としては、ポリビニルフェノール（ＰＶＰ）やシアノエチルプルラン（
ＣｙＥＰＬ）等を挙げることができる。有機誘電体材料を用いた塗布組成物としては、例
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【００５１】
　有機ＥＬの発光材料としては、蛍光材料、燐光材料、および遅延蛍光材料を溶質とし、
ハロゲン化有機化合物、芳香族炭化水素、エーテル、エステル、アルコール、ケトン、ス
ルホキシド、アミド、または水等を溶媒とする材料などを用いることができる。
【００５２】
　塗布組成物を塗布するための塗布方式としては、微細パターンに対する追従性が良好な
ものを採用することが好ましく、例えばインクジェット印刷、スクリーン印刷、マイクロ
コンタクトプリント（ＭＣＰ）等を好適に用いることができる。その他に、スピンコート
法、バーコート法、反転印刷法を用いることもできる。
【００５３】
　塗布組成物を塗布したままの状態では、塗布膜には溶媒や分散剤等の成分が含まれてお
り、金属ナノ粒子を用いた場合には金属ナノ粒子が十分凝集されずバルク金属の構造には
近づけられないため、その電気伝導度は低い。また、有機半導体材料や有機誘電体材料を
用いた場合には、塗布膜に溶媒や分散剤等の成分が含まれていることや、有機半導体材料
や有機誘電体材料が所望の構造になっていない等の理由で初期の特性が得難い。このため
、塗布組成物が塗布されて形成された塗布膜に対し、本実施形態に従って電磁波照射によ
り電磁波加熱を行う。これにより、塗布膜の乾燥または改質、またはこれらの両方を行い
、所期の導電性、半導体特性または誘電体特性を有する膜を形成する。電磁波は、少なく
とも塗布パターンを構成する塗布膜に照射すればよいが、典型的には基板の全面に照射さ
れる。
【００５４】
　電磁波を照射すると、塗布組成物は電磁波を吸収して直接加熱され、例えば溶液状態の
塗布膜内の物理化学作用を促進し、これにより溶媒の分解が進行し、または塗布組成物の
改質が進行して所望の膜となる。このとき、基板がプラスチック基板の場合は、プラスチ
ックは電磁波を透過するため、基板はほとんど加熱されない。また、塗布組成物が有機Ｅ
Ｌの画素の場合には、電磁波照射により平坦で均一な形状に乾燥させることができる。
【００５５】
　このように塗布印刷された塗布膜に対し、本実施形態に従って電波吸収設計を用いた電
磁波加熱を行うことにより、効率的な加熱を行うことができる。
【００５６】
　次に、塗布組成物として銀ナノ粒子インクを用いた場合の実験例について説明する。
　図４Ａは銀ナノ粒子インク（ＡｇＮＰＩ－Ｒ）における、照射する電磁波の周波数を１
００ｋＨｚ～１００ＧＨｚの間で変化させた際の複素比誘電率の変化を表すε′ε″特性
と、無反射曲線とを示すものであり、図４Ｂは図４Ａの一部を拡大して示す図である。こ
れらの図に示すように、ε′ε″特性（実測値）と無反射曲線（理論値）との交点が存在
し、その交点を読むことにより、電磁波の周波数と加熱対象物の厚さを導くことができる
。これに対し、図５に示すように、空気および基板を構成するプラスチック（ＰＥＴ、Ｐ
Ｃ、アモルファスフッ素樹脂（Ｃｙｔｏｐ（商品名））はε′ε″特性（実測値）と無反
射曲線（理論値）との交点が存在せず、銀ナノ粒子インクの選択加熱が可能であることが
把握された。
【００５７】
　図４Ａ、４Ｂから読み取った数値に基づいて、ＡｇＮＰＩ－Ｒについて電波吸収設計を
行った結果、および同様にして他の銀ナノ粒子インク（ＡｇＮＰＩ－Ｊ）について電波吸
収設計を行った結果について以下の表１に示す。
【００５８】
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【表１】

【００５９】
　表１から、照射する電磁波の周波数が４０～５１ＧＨｚで厚み６８０～７５０μｍが無
反射条件の設計値となることがわかる。
【００６０】
　上記電波吸収設計を指針とし、周波数２８ＧＨｚの電磁波で実験を行った。ここでは、
銀ナノ粒子インク（ＡｇＮＰＩ－Ｒ、－Ｊ）、銀ナノペースト（ＡｇＮＰＰ）を用い、Ｓ
ｉＯ２、ＰＣ（ポリカーボネート）、ＰＣ／Ｃｕ（銅箔で裏打ちされたポリカーボネート
）からなる基板上に配線を形成し、大気中で５分間照射した。その結果を表２に示す。
【００６１】

【表２】

【００６２】
　表２に示すように、膜厚ｄ１＝１μｍと、設計で予想した以上に薄い膜を乾燥・改質す
ることができた。これは予想以上に加熱できたためと考えられる。また、表２に示すよう
に、５分間という短時間で（目標３０分間以下）、目標である温度１８０℃、抵抗率ρが
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抗率の４／３倍という極めて低い抵抗値を示したものも存在した（Ｎｏ．４；１．９７×
１０－６Ωｃｍ）。
【００６３】
　＜不純物活性化アニールへの応用＞
　次に、本実施形態の電磁波加熱方法を不純物活性化アニールに適用した場合の例につい
て説明する。
　半導体装置の製造プロセスにおいては、半導体基板に不純物を注入した後に不純物活性
化アニールを行って不純物拡散層を形成する工程がある。最近では、半導体素子のデザイ
ンルールの微細化にともない、極めて浅い拡散層（Ｕｌｔｒａ　Ｓｈａｌｌｏｗ　Ｊｕｎ
ｃｔｉｏｎ；ＵＳＪ）のための不純物の熱拡散を抑制した低温でのアニール技術が求めら
れている。また、不純物の拡散を抑制する技術として、不純物ドーピング領域をアモルフ
ァス化し、その領域に不純物ドーピングを行った後、低温でのアニールを行うことにより
再結晶化と不純物活性化を行う固相エピタキシー（Ｓｏｌｉｄ　Ｐｈａｓｅ　Ｅｐｉｔａ
ｘｙ：ＳＰＥ）も検討されている。
【００６４】
　このような低温でのアニールを行える加熱手法として電磁波加熱が提案されているが、
従来は、電磁波を用いて効率良く加熱する手法が確立されておらず、いまだ実用化に至っ
ていない。
【００６５】
　これに対し、本例では、半導体基板に不純物ドーピングを行った後、不純物活性化、ま
たは不純物活性化と再結晶化のために、本実施形態による電波吸収設計に基づいた電磁波
加熱を行う。
【００６６】
　具体的には、電波吸収設計から得た厚さの基板（Ｓｉ基板）を準備し、これに不純物ド
ーピングを行った後、無反射条件を満たす周波数の電磁波を照射して不純物活性化、また
は不純物活性化と再結晶化のためのアニールを行い、所望の半導体特性を得られるように
改質する。このとき、電磁波照射後に加熱対象物である基板が望ましい特性を示すように
、基板の材質、温度、電磁波照射条件（電力・時間）等を最適化し、電磁波加熱を行う。
【００６７】
　不純物活性化、または不純物活性化と再結晶化の際に本実施形態に従って電波吸収設計
を用いた電磁波加熱を行うことにより、電磁波を基板に効率良く吸収させることができ、
所望の半導体特性を得ることができる。
【００６８】
　次に、加熱対象物である基板として不純物をドーピングしたＳｉ基板を用いた場合の実
験例について説明する。
　図６Ａは不純物をドーピングしたＳｉ基板（Ｓｉ＋）における、照射する電磁波の周波
数を１００ｋＨｚ～１００ＧＨｚの間で変化させた際の複素比誘電率の変化を表すε′ε
″特性と、無反射曲線とを示すものであり、図６Ｂは図６Ａの一部を拡大して示す図であ
る。これらの図に示すように、ε′ε″特性（実測値）と無反射曲線（理論値）との交点
が存在し、その交点を読むことにより、電磁波の周波数と加熱対象物の厚さを導くことが
できる。これに対し、図７に示すように、ＳｉＯ２他の絶縁性材料には交点が存在せず、
他の材料が共存している場合でもＳｉ基板を選択加熱できる可能性があることが確認され
た。
【００６９】
　図６Ａ、６Ｂから読み取った数値に基づいて、不純物ドーピングしたＳｉ基板（Ｓｉ＋

）について電波吸収設計を行った結果について以下の表３に示す。
【００７０】
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【表３】

【００７１】
　表３から、照射する電磁波の周波数が３０ＧＨｚで厚み７００μｍが無反射条件の設計
値の一つとなることがわかる。
　なお、本例の場合、ε′ε″特性および無反射曲線が、マクロ的に一本の線にはならず
、これらの交点として複数の数値が読み取れるため、表３にはこれら複数の数値を記載し
ている。
【００７２】
　上記電波吸収設計を指針とし、周波数２８ＧＨｚの電磁波で実験を行った。ここでは、
表４に示すようなＮｏ．１～３の仕様のＴＥＧ（Ｔｅｓｔ　Ｅｌｅｍｅｎｔ　Ｇｒｏｕｐ
）を用いて、表４に示す条件で電磁波を照射して不純物拡散、または不純物拡散・再結晶
化を行い、シート抵抗を測定した。
【００７３】
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【表４】

【００７４】
　シート抵抗は、電磁波照射前の無限大（測定不可）から照射後には１４４～６８４Ω（
Ω／□）に変化し、全てのＴＥＧにおいて活性化が確認された。
【００７５】
　表４のＮｏ．１のＴＥＧについて、図８Ａに５ｍｉｎ照射後の断面の透過型顕微鏡（Ｔ
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ＥＭ）写真を示し、図８Ｂに３０ｍｉｎ照射後の断面のＴＥＭ写真を示す。本実施形態の
電磁波照射により、結晶化と欠陥修復がなされていることが確認された。また欠陥修復に
関しては電磁波照射時間が長くなるほど進んでいることが確認された。
【００７６】
　図９は、Ｎｏ．１のＴＥＧについて、電磁波照射による活性化後における二次イオン質
量分析（ＳＩＭＳ）による深さ方向のＢ濃度の変化を示す図である。この図から、電磁波
照射による活性化によりＢ（ボロン）がほとんど拡散していないことが確認された。
【００７７】
　＜電磁波加熱装置＞
　次に、以上のような電磁波加熱方法を実現することができる電磁波加熱装置について説
明する。
【００７８】
　　（電磁波加熱装置の第１の例）
　図１０は、本実施形態の電磁波加熱方法を実現することができる電磁波加熱装置の第１
の例の概略構成を示す断面図である。この電磁波加熱装置１００は、処理容器１０、載置
台２０、電磁波供給部３０、センサユニット４０、および制御ユニット５０を有している
。
【００７９】
　処理容器１０は、例えばアルミニウムにより内側壁部を鏡面処理して形成されており、
接地されている。処理容器１０の天井壁の中央には、電磁波を透過する材料、例えば石英
、窒化アルミニウム等の誘電体からなる天板１１が嵌め込まれている。処理容器１０の天
井壁にはガス導入部１２が設けられており、このガス導入部１２から所定の処理ガスが導
入される。処理ガスとしては、アルゴンガスや窒素ガス等の不活性ガスを好適に用いるこ
とができる。また、処理容器１０の底壁１３には排気口１４が設けられており、排気機構
（図示せず）からこの排気口１４を介して処理容器１０内が排気されて所定の圧力に維持
される。
【００８０】
　載置台２０は、処理容器１０の底部に設けられており、その上には基板Ｓが載置される
。基板Ｓとしては、表面に加熱対象物となる塗布膜が形成されたものであってもよいし、
基板Ｓ自体が加熱対象物であってもよい。載置台２０の内部には、基板を加熱および／ま
たは冷却する温度調節機構２１が設けられている。
【００８１】
　電磁波供給部３０は、処理容器１０の天井壁の上方に設けられており、電磁波発生源３
１と、導波管３２とを有し、電磁波発生源３１で発生した電磁波を導波管３２および処理
容器１０の天板１１を介して処理容器１０内に導く。電磁波発生源３１は周波数可変であ
り、制御ユニット５０からの指令により周波数が制御される。電磁波発生源３１としては
、ＲＦ電源、マグネトロン、クライストロン、ジャイロトロン等を用いることができる。
なお、照射する電磁波の周波数レンジが広い場合には、電磁波発生源３１として周波数レ
ンジが異なる複数のものを設置し、周波数によってそれらを切り替えられるようにするこ
とが好ましい。照射する電磁波の周波数の可変範囲は、０．１ｋＨｚ～１０ＴＨｚの中の
一部分の帯域であることが好ましい。
【００８２】
　センサユニット４０は、電磁波強度計４１と、ガス濃度計４２と、温度計４３とを有し
ている。電磁波強度計４１は、処理容器１０内の空間内の電磁波強度を計測するものであ
り、ガス濃度計４２は、処理容器１０内のガス濃度を計測するものであり、温度計４３は
、載置台２０上の基板Ｓの温度を計測するものである。なお、これらを全て含まなくても
よい。
【００８３】
　制御ユニット５０は、マイクロプロセッサ（コンピュータ）を備えており、例えばセン
サユニット４０からの所定の信号を受けて、電磁波加熱装置１００における各構成部を制
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御するようになっている。例えば、温調器５１を介して温度調節機構２１に指令を送り、
基板温度を制御する。制御ユニット５０は、電磁波加熱装置１００のプロセスシーケンス
および制御パラメータであるプロセスレシピ等を記憶した記憶部や、入力手段およびディ
スプレイ等を備えており、選択されたプロセスレシピに従って電磁波加熱装置１００の各
構成部を制御するようになっている。
【００８４】
　また、制御ユニット５０は、上述した本実施形態の電磁波加熱方法を実施するための制
御アルゴリズムを備えている。
【００８５】
　すなわち、制御ユニット５０は、加熱対象物である基板Ｓ表面の塗布膜または基板Ｓ自
体の、照射する電磁波の周波数を変化させた際のε′ε″特性を複素平面に描き、さらに
、同じ複素平面に加熱対象物の無反射曲線を描き、ε′ε″特性と無反射曲線との交点か
ら導かれる値に基づいて、電磁波の周波数と加熱対象物の厚みを決定し、それらの値に基
づいて電磁波加熱を行うように制御する。
【００８６】
　具体的には、加熱対象の厚みが決まっていて電磁波の周波数を変化させることができる
場合には、複素平面上のε′ε″特性と無反射曲線との交点において、無反射曲線から読
み取った厚み／波長比（ｄ／λ）に、加熱対象物の厚みｄの値を入れて波長λを算出し、
波長λから電磁波の周波数ｆを求める。そして電磁波発生源３１の周波数の中心値がｆに
なるように制御して電磁波加熱を行う。また、電磁波の周波数が決まっていて加熱対象物
の厚みを変化させることができる場合には、交点においてε′ε″特性から周波数ｆを求
め、その周波数と、交点において無反射曲線から導かれるｄ／λの値とから加熱対象物の
厚みｄを求める。そして加熱対象物の厚みがｄになるように、電磁波発生源３１の出力を
制御して電磁波加熱を行う。
【００８７】
　このとき、電磁波加熱する加熱対象物について、ε′ε″特性、および無反射曲線を同
じ複素平面に描いたデータをあらかじめ求めておき、それを制御ユニット５０に記憶させ
ておくことができる。これらのデータから、交点において、無反射曲線から読み取った厚
み／波長比（ｄ／λ）に、加熱対象物の厚みｄの値を入れて波長λを算出し、波長λから
電磁波の周波数ｆを求める。あるいは、交点においてε′ε″特性から周波数ｆを求め、
その周波数と、交点において無反射曲線から導かれるｄ／λの値とから厚みｄを求める。
【００８８】
　このようにすることにより、電磁波の周波数および加熱対象物の厚みを決定して電波吸
収設計を満たす電磁波加熱を実現することができる。
【００８９】
　ただし、実際の処理においては、電波吸収設計を満たす周波数ｆから若干ずれた周波数
において最適な電磁波加熱が行われる場合がある。その際には、所定のパラメータが最適
になるように電磁波の周波数を補正することが好ましい。
【００９０】
　この場合、具体的には、制御ユニット５０により以下の制御を行う。電磁波発生源３１
からの電磁波の周波数を中心値である周波数ｆから変化させていき、電磁波強度計４１が
計測する反射強度が最低となる周波数になるように、電磁波の周波数を補正する。または
、電磁波発生源３１からの電磁波の周波数を中心値である周波数ｆから変化させていき、
温度計４３の基板温度の設定値と、基板温度の測定値がほぼ一致する周波数になるように
、電磁波の周波数を補正する。または、電磁波発生源３１からの電磁波の周波数を中心値
である周波数ｆから変化させていき、ガス濃度計４２が検出する所定のガスの濃度、例え
ば塗布膜を構成するインク成分の濃度の設定値と測定値がほぼ一致する測定値となるよう
に、電磁波の周波数を補正する。
【００９１】
　これにより、成膜工程全体で、塗布膜の厚み差、基板温度差、処理容器内における塗布
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膜（インク）成分の濃度差があっても、これらをフィードバックして制御することができ
るので、処理のばらつきを抑制することができる。このため、工程時間短縮や高歩留まり
を実現することができるので、総合的に生産性を向上させることができる。
【００９２】
　　（電磁波加熱装置の第２の例）
　図１１は、本実施形態の電磁波加熱方法を実現することができる電磁波加熱装置の第２
の例の概略構成を示す断面図である。この電磁波加熱装置２００は、処理容器１１０、載
置台１２０、電磁波供給部１３０、センサユニット１４０、および制御ユニット１５０を
有している。
【００９３】
　処理容器１１０は、ステンレススチール（ＳＵＳ）やアルミニウム等の電磁波シールド
機能をもつ材料で構成されている。処理容器１１０の天井部１１１にはガス導入部１１２
が設けられており、このガス導入部１１２から所定の処理ガスが導入される。処理ガスと
しては、アルゴンガスや窒素ガス等の不活性ガスを好適に用いることができる。また、処
理容器１１０の底壁１１３には排気口１１４が設けられており、排気機構（図示せず）か
らこの排気口１１４を介して処理容器１１０内が排気されて所定の圧力に維持される。
【００９４】
　載置台１２０は、処理容器１１０の底部に設けられており、その上には基板Ｓが載置さ
れる。基板Ｓとしては、表面に加熱対象物となる塗布膜が形成されたものであってもよい
し、基板Ｓ自体が加熱対象物であってもよい。載置台１２０の内部には、基板を加熱およ
び／または冷却する温度調節機構１２１が設けられている。載置台１２０は、ノンドープ
シリコン、窒化アルミニウム（ＡｌＮ）、炭化珪素（ＳｉＣ）、アルミナ（Ａｌ２Ｏ３）
等からなる冷却板として構成されていてもよい。
【００９５】
　電磁波供給部１３０は、交流電源１３１と、パルス／デューティ制御部１３２と、マッ
チング装置１３３と、送信アンテナ１３４と、受信アンテナ１３５とを有している。送信
アンテナ１３４は、リング状をなし、処理容器１１０内の上部に載置台１１０に対向する
ように設けられている。この送信アンテナ１３４には、マッチング装置１３３を介して交
流電源１３１から例えば１００Ｈｚ～５０ｋＨｚ程度の周波数の交流電流が供給されるよ
うになっている。交流電源１３１は、周波数可変であり、制御ユニット１５０からの指令
により周波数が制御される。また、送信アンテナ１３４に給電するための給電線１３６に
は整合負荷１３７が接続されている。パルス／デューティ制御部１３２は、交流電源１３
１から出力される交流電流を所定のデューティ比のパルス状のものとすることができるよ
うになっている。受信アンテナ１３５は、リング状をなし、載置台１２０の下方の送信ア
ンテナ１３４と対応する位置に設けられている。受信アンテナ１３５には接地線１３８が
接続され、接地線１３８には整合負荷１３９が接続されている。
【００９６】
　センサユニット１４０および制御ユニット１５０は、第１の例のセンサユニット４０お
よび制御ユニット５０と同様に構成されている。すなわち、センサユニット１４０は、電
磁波強度計と、ガス濃度計と、温度計とを有している。なお、必ずしもこれらを全て含ま
なくてもよい。また、制御ユニット１５０は、電磁波加熱装置２００の各構成部を制御す
るようになっており、また、上述した本実施形態の電磁波加熱方法を実施するための制御
アルゴリズムを備えている。例えば、基板温度は、温調器１５１を介して温度調節機構１
２１に指令を送り、基板温度を制御する。
【００９７】
　このような電磁波加熱装置２００においては、載置台１１０上に基板Ｓを載置した状態
で、交流電源１３１からマッチング装置１３３を介して送信アンテナ１３４に例えば１０
０Ｈｚ～５０ｋＨｚ程度の周波数の交流電流を供給する。これにより、送信アンテナ１３
４および受信アンテナ１３５を貫く磁界が発生し、電磁誘導により交流電源１３１の周波
数の電磁波が基板Ｓに照射される。このとき、パルス／デューティ制御部１３２により、
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交流電源１３１から出力される交流電流を所定のデューティ比のパルス状のものとして基
板Ｓの冷却制御を行うようにしてもよい。
【００９８】
　本例においても、第１の例と同様に、制御ユニット１５０により、ε′ε″特性と無反
射曲線との交点から導かれる値に基づいて、電磁波の周波数と加熱対象物の厚みを決定し
、それらの値に基づいて電磁波加熱を行うように制御する。これにより、電磁波の周波数
および加熱対象物の厚みを決定して電波吸収設計を満たす電磁波加熱を実現することがで
きる。また、第１の例と同様に、所定のパラメータが最適になるように電磁波の周波数を
補正してもよい。
【００９９】
　なお、受信アンテナ１３５は必須ではなく、受信アンテナ１３５を設けなくとも送信ア
ンテナ１３４から磁界が発生し、基板Ｓに電磁波を照射することができる。
【０１００】
　　（電磁波加熱装置の第３の例）
　図１２は、本実施形態の電磁波加熱方法を実現することができる電磁波加熱装置の第３
の例の概略構成を示す断面図である。この電磁波加熱装置３００は、図１０と同様の原理
で電磁波加熱を行う装置をより具体的に示したものであり、処理容器２１０、載置台２２
０、電磁波供給部２３０、ガス導入機構２４０、排気機構２５０、センサユニット２６０
、制御ユニット２７０を有している。
【０１０１】
　処理容器２１０は、例えばステンレススチール、アルミニウム、アルミニウム合金等で
形成されており、接地されている。処理容器２１０の天井部は開口されており、この開口
部にはシール部材２１１を介して、天板２１２が気密に設けられている。天板２１２は、
電磁波を透過する材料、例えば石英、窒化アルミニウム等の誘電体で構成されている。処
理容器２１０底部の周縁部には、排気機構２５０と接続される排気口２１４が設けられて
いる。処理容器２１０の側壁には、基板Ｓを搬入出するための搬入出口２１５が形成され
ており、搬入出口２１５はゲートバルブ２１６により開閉可能となっている。
【０１０２】
　載置台２２０は、処理容器２１０の底部に形成された開口に、シール部材２１３を介在
させて気密に取り付けられている。載置台２２０は接地されている。載置台２２０は、載
置台本体２２１と、熱電変換素子２２２と、載置板２２３とを含む。載置台本体２２１の
上に熱電変換素子２２２が、熱電変換素子２２２の上に載置板２２３が配置される。載置
板２２３の上には、基板Ｓが載置するようになっている。熱電変換素子２２２には熱電変
換素子給電部２２８から給電されて基板Ｓを加熱可能となっている。載置台本体２２１内
には冷媒流路２２４が形成されている。冷媒流路２２４は、冷媒導入管２２５と冷媒排出
管２２６とを介して、冷媒を循環させる冷媒循環器２２７に接続されている。冷媒循環器
２２７が動作することにより、冷媒が冷媒流路２２７を流通循環し、プラスチック基板Ｓ
を冷却することができる。
【０１０３】
　電磁波供給部２３０は、処理容器２１０の天板２１２の上方に設けられている。電磁波
供給部２３０は、電磁波発生源２３１、導波管２３２および入射アンテナ２３３を含む。
電磁波発生源２３１は導波管２３２の一端と接続され、導波管２３２の他端は入射アンテ
ナ２３３と接続されている。電磁波発生源２３１は周波数可変であり、制御ユニット２７
０からの指令により周波数が制御される。電磁波発生源２３１としては、ＲＦ電源、マグ
ネトロン、クライストロン、ジャイロトロン等を用いることができる。なお、照射する電
磁波の周波数レンジが広い場合には、電磁波発生源２３１として周波数レンジが異なる複
数のものを設置し、周波数によってそれらを切り替えられるようにすることが好ましい。
【０１０４】
　ガス導入機構２４０は、処理容器２１０の側壁を貫通する例えば２本のガスノズル２４
１、２４２を有しており、図示しないガス供給源から処理に必要なガスを処理容器２１０
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内に供給する。ここでのガスは、例えばアルゴンや窒素等からなる不活性ガスである。な
お、ガスノズルの本数は、２本に限るものではなく、適宜増減してもよい。
【０１０５】
　排気機構２５０、排気が流通する排気通路２５１、排気圧力を制御する圧力制御弁２５
２および処理容器２１０内部の雰囲気を排出する排気ポンプ２５３を含む。排気ポンプ２
５３は、排気通路２５１および圧力制御弁２５２を介して、処理容器２１０内の雰囲気を
、所定の真空度まで排気するようになっている。なお処理容器２１０内の雰囲気を排気せ
ずに、その雰囲気を大気圧としてもよい。
【０１０６】
　センサユニット２６０および制御ユニット２７０は、第１の例のセンサユニット４０お
よび制御ユニット５０と同様に構成されている。すなわち、センサユニット２６０は、電
磁波強度計と、ガス濃度計と、温度計とを有している。なお、必ずしもこれらを全て含ま
なくてもよい。また、制御ユニット２７０は、電磁波加熱装置３００の各構成部を制御す
るようになっており、また、上述した本実施形態の電磁波加熱方法を実施するための制御
アルゴリズムを備えている。例えば、基板温度は、温調器２７１を介して熱電変換素子給
電部２２８および冷媒循環器２２７に指令を送り、基板温度を制御する。
【０１０７】
　このように構成される電磁波加熱装置３００においては、載置台２１０上に基板Ｓを載
置した状態で、電磁波供給部２３０から処理容器２１０内に電磁波を供給することにより
、加熱対象物である基板Ｓを電磁波加熱する。
【０１０８】
　本例においても、第１の例と同様に、制御ユニット２７０により、ε′ε″特性と無反
射曲線との交点から導かれる値に基づいて、電磁波の周波数と加熱対象物の厚みを決定し
、それらの値に基づいて電磁波加熱を行うように制御する。これにより、電磁波の周波数
および加熱対象物の厚みを決定して電波吸収設計を満たす電磁波加熱を実現することがで
きる。また、第１の例と同様に、所定のパラメータが最適になるように電磁波の周波数を
補正してもよい。
【０１０９】
　　（電磁波加熱装置の第４の例）
　図１３は、本実施形態の電磁波加熱方法を実現することができる電磁波加熱装置の第４
の例の概略構成を示す断面図である。この電磁波加熱装置３００′は、図１２に示す第３
の例とほぼ同様の構成であるが、加熱対象がロールに巻き取られたシート状基板Ｓ′を加
熱対象としたものである点のみが電磁波加熱装置３００とは異なっている。したがって、
図１３において、図１２と同じものには同じ符号を付して説明を省略する。
【０１１０】
　本例において、加熱対象となる基板Ｓ′は、例えばプラスチックシートの上に塗布膜（
例えば配線パターン）が形成されてなる。この場合は、実際の加熱対象は塗布膜である。
【０１１１】
　処理容器２１０の側面には、電磁波照射前の基板Ｓ′を搬入する搬入口２１７と、電磁
波照射後の基板Ｓ′を搬出する搬出口２１８とが、相対向するように設けられている。搬
入口２１７および搬出口２１８には、それぞれシャッタ２１７ａ、２１８ａが設けられて
いる。シャッタ２１７ａ、２１８ａは、搬送機構（図示せず）が基板Ｓ′の搬送を停止し
、電磁波が照射されている際に、処理容器２１０内部の電磁波およびガスが外部へ漏れな
いように、それぞれ搬入口２１７および搬出口２１８を閉じる機能を有する。また、シャ
ッタ２１７ａ、２１８ａは、軟らかい金属、例えばインジウム、銅等からなり、基板Ｓ′
が停止した際に基板Ｓ′を圧接するようになっている。基板Ｓ′は繰り出しロール（図示
せず）に巻回した状態とされ、この繰り出しロールから繰り出された基板Ｓ′が処理容器
２１０内に搬入され、反対側に設けられた巻き取りロール（図示せず）に巻き取られるよ
うになっている。
【０１１２】
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　本例では、繰り出ロール（図示せず）から繰り出した基板Ｓ′を、搬入口２１７から搬
入し、その所定部分を載置台２２０に載置させる。減圧雰囲気を形成する場合には、シャ
ッタ２１７ａ、２１８ａにより搬入口２１７および搬出口２１８を閉じる。この状態で電
磁波加熱を行う。基板Ｓ′の端部に塗布膜が形成されていないリード材を接続し、リード
材が巻き取りロール（図示せず）に取り付けられた状態とすることにより、基板Ｓ′の最
初の部分に対する電磁波照射が可能となる。基板Ｓ′の所定部分の電磁波加熱が終了した
ら、基材Ｓ′を所定長さ巻き取り、次の部分の電磁波加熱を行う。
【０１１３】
　本例においても、制御ユニット２７０により、ε′ε″特性と無反射曲線との交点から
導かれる値に基づいて、電磁波の周波数と加熱対象物の厚みを決定し、それらの値に基づ
いて電磁波加熱を行うように制御する。これにより、電磁波の周波数および加熱対象物の
厚みを決定して電波吸収設計を満たす電磁波加熱を実現することができる。また、第１の
例と同様に、所定のパラメータが最適になるように電磁波の周波数を補正してもよい。
【０１１４】
　　（電磁波加熱装置の第５の例）
　図１４は、本実施形態の電磁波加熱方法を実現することができる電磁波加熱装置の第５
の例の概略構成を示す断面図である。この電磁波加熱装置４００は、複数の基板Ｓに対し
て電磁波加熱を行うことができるバッチ式の電磁波加熱装置であり、処理容器３１０、基
板保持具３２０、電磁波供給部３３０、ガス導入機構３４０、排気機構３５０、センサユ
ニット３６０、制御ユニット３７０を有している。
【０１１５】
　処理容器３１０は、例えばステンレススチール、アルミニウム、アルミニウム合金等か
らなり、鉛直方向を長手方向とする縦長の筒状をなしている。処理容器３１０の天井部は
開口されており、この開口部にはシール部材３１１を介して、天板３１２が気密に設けら
れている。処理容器３１０の底部も開口されていて搬出入口３１３となっている。処理容
器３１０の側壁には排気口３１４が設けられている。
【０１１６】
　基板保持具３２０は、複数の基板Ｓを水平状態で、所定の間隔を隔てて垂直方向に保持
し、処理容器３１０内に挿脱可能に設けられている。この基板保持具３２０は、電磁波を
透過する材料、例えば石英により形成されている。具体的には、この基板保持具３２０は
、上下に設けられた石英製の天板３２１と底板３２２とを有し、これらの間に、例えば４
本の石英製の支柱３２３（２本のみ図示）が掛け渡されている。そして、各支柱３２３に
所定のピッチで段部状に係合溝を設けて、この係合溝に基板Ｓの周辺部を挿入することに
より基板Ｓが所定のピッチで支持される。この場合、図示しない搬送アームを用いて基板
保持具３１０に対して水平方向から基板Ｓを出し入れできるように、４本の支柱３２３は
、基板Ｓの略半円弧の領域に所定の間隔で配置されている。
【０１１７】
　処理容器３１０の下端の搬出入口３１３には、処理容器３１０の構成材料と同じ金属よ
りなる開閉蓋３１５がＯリング等のシール部材３１６を介して着脱可能に取り付けられる
。開閉蓋３１５の中心部には、磁性流体シール３１７を介在させて回転軸３１８が気密に
貫通させて設けられており、この回転軸３１８の上端部に載置台３１９を設け、この載置
台３１９の上面に基板保持具３２０を載置した状態で処理容器３１０内に保持される。
【０１１８】
　処理容器３１０の下方には、基板保持具３２０を処理容器３１０に対して搬入または搬
出させる搬入・搬出機構３８０が設けられている。搬入・搬出機構３８０は、回転軸３１
８の下端を回転可能に支持する昇降アーム３８１と、昇降アーム３８１を昇降する昇降エ
レベータ（図示せず）とを有している。昇降アーム３８１には、回転軸を回転するモータ
３８２が取り付けられており、これにより載置台３１９とともに基板保持具３２０が回転
される。
【０１１９】
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　昇降エレベータを駆動して昇降アーム３８１を昇降させることによって開閉蓋３１５と
基板保持具３２０とを一体的に上下方向へ移動させて、処理容器３１０に対して複数の基
板Ｓをロード及びアンロードできるようになっている。なお、基板保持具３２０を回転さ
せないで基板Ｓに対して電磁波加熱を施すこともでき、この場合には、上記回転モータ３
８２や磁性流体シール３１７を設ける必要はない。
【０１２０】
　処理容器３１０の周囲には、処理容器３１０内で基板保持具３２０により保持された基
板Ｓを加熱または冷却して温度調節する温度調節機構３２５が設けられている。
【０１２１】
　電磁波供給部３３０は、処理容器３１０の天板３１２の上方に設けられている。電磁波
供給部３３０は、電磁波発生源３３１、導波管３３２および入射アンテナ３３３を含む。
電磁波発生源３３１は導波管３３２の一端と接続され、導波管３３２の他端は入射アンテ
ナ３３３と接続されている。電磁波発生源３３１は周波数可変であり、制御ユニット３７
０からの指令により周波数が制御される。電磁波発生源３３１としては、ＲＦ電源、マグ
ネトロン、クライストロン、ジャイロトロン等を用いることができる。なお、照射する電
磁波の周波数レンジが広い場合には、電磁波発生源３３１として周波数レンジが異なる複
数のものを設置し、周波数によってそれらを切り替えられるようにすることが好ましい。
【０１２２】
　ガス導入機構３４０は、処理容器３１０の側壁を貫通する例えば２本のガスノズル３４
１、３４２を有しており、図示しないガス供給源から処理に必要なガスを処理容器３１０
内に供給する。ここでのガスは、例えばアルゴンや窒素等からなる不活性ガスである。な
お、ガスノズルの本数は、２本に限るものではなく、適宜増減してもよい。
【０１２３】
　排気機構３５０、排気が流通する排気通路３５１、排気圧力を制御する圧力制御弁３５
２および処理容器３１０内部の雰囲気を排出する排気ポンプ３５３を含む。排気ポンプ３
５３は、排気通路３５１および圧力制御弁３５２を介して、処理容器３１０内の雰囲気を
、所定の真空度まで排気するようになっている。なお処理容器３１０内の雰囲気を排気せ
ずに、その雰囲気を大気圧としてもよい。
【０１２４】
　センサユニット３６０および制御ユニット３７０は、第１の例のセンサユニット４０お
よび制御ユニット５０と同様に構成されている。すなわち、センサユニット３６０は、電
磁波強度計と、ガス濃度計と、温度計とを有している。なお、必ずしもこれらを全て含ま
なくてもよい。また、制御ユニット３７０は、電磁波加熱装置４００の各構成部を制御す
るようになっており、また、上述した本実施形態の電磁波加熱方法を実施するための制御
アルゴリズムを備えている。例えば、基板温度は、温調器３７１を介して温度調節機構３
２５に指令を送り、基板温度を制御する。
【０１２５】
　このように構成される電磁波加熱装置４００においては、基板保持具３２０に複数の基
板Ｓを保持した状態で、電磁波供給部３３０から処理容器３１０内に電磁波を供給するこ
とにより、加熱対象物である基板Ｓを電磁波加熱する。本実施形態では、複数の基板Ｓを
一括して電磁加熱することができるので効率的に電磁加熱を行うことができる。
【０１２６】
　本例においても、第１の例と同様に、制御ユニット３７０により、ε′ε″特性と無反
射曲線との交点から導かれる値に基づいて、電磁波の周波数と加熱対象物の厚みを決定し
、それらの値に基づいて電磁波加熱を行うように制御する。これにより、電磁波の周波数
および加熱対象物の厚みを決定して電波吸収設計を満たす電磁波加熱を実現することがで
きる。また、第１の例と同様に、所定のパラメータが最適になるように電磁波の周波数を
補正してもよい。
【０１２７】
　なお、第５の例では、複数の基板Ｓを水平状態にして上下方向に配置した縦型の装置と
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したが、複数の基板Ｓを垂直状態にして横方向に配置した横型の装置であってもよい。
【０１２８】
　＜他の適用＞
　なお、本発明は上記実施形態に限定されることなく種々変形可能である。例えば、上記
実施形態における適用例は単なる例示であって、本発明は電磁波を照射することにより物
体を加熱する場合の全般に適用可能である。
【０１２９】
　また、電磁波加熱装置の例をいくつか示したが、これらは単なる例示に過ぎず、本発明
の電磁波加熱方法を実現できるものであれば、その構成は上記例に限定されないことはい
うまでもない。
【符号の説明】
【０１３０】
　１…電波吸収体、２…金属板、３…電磁波（平面波）、１００，２００，３００，３０
０′，４００…電磁波加熱装置、１０，１１０，２１０，３１０…処理容器、２０，１２
０，２２０…載置台、３０，１３０，２３０，３３０…電磁波供給部、４０，１４０，２
６０，３６０…センサユニット、５０，１５０，２７０，３７０…制御ユニット、３２０
…基板保持具、Ｓ，Ｓ′…基板
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